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Ⅱ　農業共済事業の規模
　　ア　農作物、家畜、果樹、畑作物、園芸施設共済事業の規模
　　　

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

a - 1,689,984 - - - - - - -

a 1,651,000 31,243 12,192,723 45,440 22,720 22,720 4,691 18,029 40,749

a 128,200 2,204 1,067,006 8,017 4,008 4,009 1,480 2,528 6,537

a 36,800 2,847 164,610 1,307 653 654 293 360 1,014

a 18,000 6,919 318,574 2,294 1,146 1,148 3 1,143 2,291

a 1,834,000 1,733,197 13,742,913 57,058 28,527 28,531 6,467 22,060 50,591

a 35,060 15,626 110,280 2,845 1,423 1,422 1,026 397 1,819

a 0 0 0 0 0 0 0 0 0

a 137,800 138,113 744,120 32,031 16,016 16,015 14,521 1,495 17,510

a 100 0 356 14 7 7 10 △ 3 4
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※家畜共済の（　　　）内は子牛等で内数

※家畜共済の前年度引受実績及び本年度引受計画の頭数は期首引受の頭数

※端数処理の関係上、合計値が異なる場合があります。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

半相殺一般 ａ 2,700 2,512 207,699 2,383 1,191 1,192 54 1,137 2,329

半相殺短縮 ａ 830 633 67,088 795 397 398 16 381 779

災害収入 ａ 2,470 1,778 186,496 1,827 913 914 553 360 1,274

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 ａ 6,000 4,923 461,283 5,005 2,501 2,504 623 1,878 4,382

半相殺一般 ａ 250 210 16,477 486 242 244 75 167 411

半相殺短縮 ａ 1,000 611 44,403 1,227 613 614 130 483 1,097

災害収入 ａ 50 48 1,345 38 19 19 20 △ 1 18

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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棟 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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　   37,129,428 1,162,619 581,134 581,488 44,751 536,383 1,117,868

※端数処理の関係上、合計値が異なる場合があります。  
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　　イ　任意共済事業の規模

純掛金 事務費賦課金

共済目的等 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

棟 棟 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

総合 8,893 7,270 78,411,280 199,428 141,246 58,182 121,135 17,933 38,044

火災 80,067 81,601 822,938,950 710,495 392,616 317,879 212,468 86,049 266,197

88,960 88,871 901,350,230 909,923 533,862 376,061 333,603 103,982 304,241

台 台

損害 8,000 7,797 17,024,900 87,031 61,596 25,435 - - 61,596

更新 0 0 0 0 0 0 - - 0

8,000 7,797 17,024,900 87,031 61,596 25,435 - - 61,596

口 口

100 31 100,000 290 203 87 216 - -

100 31 100,000 290 203 87 216 - -

総合 （地震以外） 30％ （地震）50％ 総合 20.20 ％

火災 30％ 火災 40.50 ％

※端数処理の関係上、合計値が異なる場合があります。
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Ⅲ 引受計画と実施方策  

 「安心の未来」拡充運動の目標達成に向け、引受計画及び実施方策を実践する。        

ア  農作物共済 

１ 水稲共済は、地域農業再生協議会と連携して、水稲共済加入申込書と営農計画書との一体化処理を継続し、生産調整との耕地情報等について整合性の

確保を図り、適正な引受に努める。 

２ 麦共済については、播種前契約の情報等から作付け予定者を把握し、ＪＡ等と協力し、加入漏れの無いよう災害収入共済方式を中心に加入推進を行う。 

３ 「農家単位方式」への移行に伴い、無保険者を出さないようにパンフレット等を配布して制度内容の周知を図り、半相殺方式を基本としつつ、全相殺

方式への加入を促し、加入推進に取り組む。 

４ 全相殺方式への加入要件の緩和に伴い、ＪＡ等集荷団体に収穫量等の情報提供を依頼する。また、税申告書類等の書類を正確に審査し、適正な引受に

努める。 

５ 共済掛金等について、口座振替の利用を促進し、期限内の完全徴収に努める。 

 

イ  家畜共済 

１ 過去の加入共済金額、支払共済金に基づき、家畜区分ごとに十分な補償額（共済金額）を提案し、引受を行う。 

２ ８月１日を基準日として、支所は診療所とともに、家畜飼養頭数（引受見込頭数）調査を実施し、共済資源を把握する。 

３ 有資格農業者リストの未加入者に対しては、戸別訪問により共済制度の周知及び加入の意志確認に努める。 

４ 子牛及び牛の胎児を積極的に加入推進し、農家の補償拡大を図る。 

５ 引受率の低位な肥育牛・豚については、関係する研修会等へ積極的に参加して情報の収集を図る。 

６ 家畜共済事業計画支所別協議を開催し、支所は診療所とともに引受目標を策定・共有化するとともに、目標達成度を検証する。 

７ 牛についてはトレサ情報への出生・異動の届出（報告）を適正に実施するように農家指導を厳重に行い事務処理の適正化に努める。 

８ 各家畜診療所の区域ごとに死廃事故の低減対策を設定し、飼養管理指導及び損害防止により事故防止を図る。 

９ 獣医師は、病傷事故の発生時、農家が診療内容の確認ができるように、行った診療の内容について農家に通知をする。また、病傷事故外診療等に

ついても、その内容について農家に通知をする。 

 

ウ  果樹共済 

１ 果樹農家への巡回調査及び関係機関との連携により、顧客リストを整備し、農業経営収入保険への移行を中心とした加入推進に取り組む。 

２ 果樹農家に対するニーズ調査（樹体共済等）を継続し、意向把握に努める。 
３ 共済掛金等について、口座振替の利用を促進し、期限内の完全徴収に努める。 

 



 
 

エ  畑作物共済 

１ 大豆共済は、「農家単位方式」への移行に伴い、無保険者を出さないように、水田耕地情報をもとにした作付け見込み農家を把握し、パンフレット等を

配布して制度内容の周知を図り、半相殺方式を中心に加入推進に取り組む。 

２ 種子用ばれいしょへの巡回調査及び関係機関との連携により、顧客リストを整備し、加入推進に取り組む。 

３ 「農家単位方式」への移行に係る周知を継続し、ＪＡ等集荷団体との連携を密にして、適正な引受に努める。 

４ 共済掛金等について、口座振替の利用を促進し、期限内の完全徴収に努める。 

 

オ  園芸施設共済 

 １ 近年、頻繁に改正されている園芸施設共済制度について、パンフレットは複数プランの掲載やイラストを多用することで読み易くする。チラシは過去

に加入していた農家向けや一般的な制度紹介用など複数の種類を作成することで、農家や関係機関へ制度の周知により一層努める。 

 ２ 加入推進については、補償の拡充や農家負担掛金を軽減したプランを提案し、農家個々のニーズに沿った提案型の推進を行うとともに、農業経営収入

保険制度との包括的な加入推進に取り組む。また、クロスコンプライアンスを積極的に活用し、新たに補助金を活用して建てたハウスに対して引受漏れ

が無いようにする。 

３ 生産団体との協定締結による掛金等割引措置の活用や栽培講習会等の農家が一堂に会する機会を利用して、制度周知及び加入推進を行うとともに、個

別訪問結果の記録を本支所で共有し、効率的な推進に取り組む。 

 ４ 施設園芸農家への巡回調査及び関係団体等への調査活動により共済資源を把握し、顧客リストの整備及び加入推進に取り組む。 
５ 共済掛金等について、口座振替の利用を促進し、責任開始までの完全徴収に努める。 

 

カ 建物共済 

１ 加入資格要件を遵守し、制度内容について充分な説明を行うとともに、法令順守の徹底に努め適正な引受を行う。 
２ 近年、大規模化している自然災害に備えて、広報紙を活用してすべての農家へ総合共済制度の周知徹底を図るとともに、加入者については火災共済か

ら総合共済への補償の転換を推進する。 
３ 加入者の補償内容を点検し、補償額の低い共済目的の増額や特約付帯など補償満足度の高い内容を提案するとともに、未加入の離れ・納屋・倉庫など

の火災に備えて、未加入棟の推進を図る。 
４ 他保険を理由とした解約に対し、補償額の引き下げなど短期共済の有用性を活かした提案を行い、棟数減少に歯止めをかける。 
５ 共済掛金等の納入に関しては、利便性と安全性を図るため口座振替を強く推進する。また、加入者の利便性向上と早期納入確認の観点からコンビニエ

ンスストア収納の拡大に取り組む。   

 



 
 

キ 農機具共済 

１ 農機具販売店との連携強化や展示会等への参加を通じて農機具共済の認知度向上を図るとともに、農機具共済普及拡大奨励金等交付要領を活用して加

入拡大を図る。 
２ 補償の充実を図るため、新調達価額での加入や臨時費用担保特約の付帯を勧めるとともに、中古農機具には付保割合条件付実損填補特約を付帯する。 
  また、一部の農機具のみ加入している農家に対して、未加入の農機具の加入を推進し、無補償農機具の解消を図る。 
 

ク 保管中農産物補償共済 

１ 広報活動により保管中農産物補償共済の認知度向上を図りつつ、他事業の加入推進や損害評価で農家を訪問する機会で加入推進に取り組む。 
 

ケ 農業経営収入保険 

１ 加入状況及び加入推進の結果を分析し、市町村ごとに加入目標件数を設定する。前年度と同様に全ての市町村においてコメをターゲット品目に設定す

る。米価下落に対するセーフティネットとして制度のメリットを全面に押し出し加入推進を行う。 

２ 岡山県農業保険推進協議会の構成機関の協力を得て、コメ以外のターゲット品目についても部会等へ説明を行い、集団加入の促進とともに個別推進も

実施する。 

３ 白色申告の農業者については、青色申告のメリットを十分に説明し青色申告を推進する。 

 

Ⅳ 損害評価の適正化の方策    

ア  農作物共済 

１ ＪＡ等集荷団体、県関係部署及び農政局統計部等と連携を密にして、被害の発生状況等を素早く的確に把握する。 

２ 水稲登熟不良等被害調査を継続し、水稲の高温障害による品質低下が予見される場合には、関係機関と連携し、組合員に情報提供する。 

３ 改選に伴い、新損害評価員、新損害評価会委員に対して全支所において研修会を開催し、損害評価技術の向上を図り、適正かつ公平な評価が実施でき

るよう取り組む。 

４ 「農家単位方式」への移行に伴い、新たに必要となる損害評価体制を構築し、法令、要綱等を遵守した適正かつ公平な損害評価と迅速な損害評価高の

確定及び共済金の早期支払いに努める。 
 

イ  家畜共済 

１ 死廃事故については、国の定める「家畜共済損害認定準則」及び「家畜共済事務取扱処理要領」並びに「家畜共済廃用事故認定基準細則」により、認

定を厳正に行う。 



 
 

２ 廃用家畜の残存物価額については、「廃用家畜残存物評価基準」を適用する。 

３ 組合員が行う通常行うべき管理及び損害防止不履行による事故多発農家に対しては、飼養管理改善を指導すると共に不履行が認められる場合は「家畜

死亡廃用事故免責基準」を適用し共済金の支払いを免責する。 

 

ウ  果樹共済 

１ 職員に対して損害評価現地研修会を開催し、評価技術の向上と適正かつ公平な損害評価に取り組む。 

２ 異常気象による被害が多発しているため、農業普及指導センターの果樹担当職員に協力を求め、損害評価技術の向上を図る。 

 
エ  畑作物共済 

１ 職員に対して損害評価現地研修会を開催し、評価技術の向上と適正かつ公平な損害評価に取り組む。 

２ 大豆、ばれいしょの見回り調査については、農業普及指導センターの野菜担当職員に協力を求め、生育状況等の説明を受けることで損害評価技術の

向上を図る。 

 
オ  園芸施設共済 

１ 加入手続き時の説明やパンフレット、広報紙を活用し、加入者に対し迅速な事故発生通知を啓発する。 
２ 共済事故が多発する老朽化した被覆材について、張替促進を図るため「園芸施設共済被覆物張替促進資材費助成金交付要領」により、事故低減に努

める。 

３ 適正で迅速な損害評価に資するため、損害評価研修会を開催し職員個々の損害評価技術の向上を図る。 
 

カ 建物共済、農機具共済 

１ パンフレット等により、加入者に対し迅速な事故発生通知を啓発する。 

２ 適正で迅速な損害評価に努め、一日でも早い共済金の支払いに取り組む。また、そのためには損害評価技術の向上が不可欠なことから、損害評価研修

会を開催し職員個々の損害評価技術の底上げを図る。 

３ モラルリスク事案については、関係機関、他共済等とも協調して厳正な対応で臨む。 

４ 近い将来、発生が懸念されている南海トラフ巨大地震に備えた地震損害評価技術を習得するため、また、他県との広域災害損害評価支援体制の確立を

図るために、建物共済経験者に限らず中国地区地震災害損害評価技術研修会に参加し、損害評価技術の向上に努める。 

 

 

 



 
 

Ⅴ 損害防止事業の実施方策 

ア 農作物、果樹、畑作物及び園芸施設共済 

１ 「水稲共済損害防止事業助成金交付要領」により、損害防止の支援を図る。 

２ 気象情報、病害虫発生予察情報に基づく緊急的な栽培管理、病害虫の適正防除情報の速やかな伝達を行う。 

 
イ 家畜共済 

死廃・病傷事故の低減を図るため、生産獣医療支援センター、家畜診療所が中心となって関係機関との連携により、特定損害防止事業、一般損害防止事

業を実施する。 

１ 特定損害防止事業 

    対象疾病の措置を通じて飼養管理指導を強化する。 

２ 一般損害防止事業 

（１）組合員の畜産経営安定のために、飼養管理及び衛生管理指導等の支援体制（生産獣医療システム）を充実し、死廃・病傷事故を低減するための的確

な指導を実施する。 

（２）夏期の暑熱による家畜の損耗について組合員を啓発し、引き続き防暑対策の強化を図る。 

（３）子牛及び牛の胎児の事故を減少させるため、分娩及び子牛の飼育管理について、組合員を指導する。特に、牛異常産予防ワクチンの接種を積極的に

推進する。 

（４）肢蹄疾患を減少させるため、岡山県装削蹄師会と連携し、年２回の削蹄の励行を図り、肢蹄疾患による廃用事故を防止する。 

 

ウ 建物共済、農機具共済         

１ 農業共済新聞やパンフレットにより、農機具盗難被害の実情を周知し、農家に対し盗難防止意識の向上を図る。 
２ 広報紙により、農家に対して農機具の安全使用と事故防止を啓発し、農家の安全意識の高揚を図る。 

 

Ⅵ 執行体制の整備     

ア 事務執行体制の整備方法 

１ 理事会は、定款及び理事会運営規則に基づき、少なくとも定例理事会を四半期毎に各１回開催し、事業運営及び業務執行に関する事項を審議する。 

２ 監事会は、定款及び監事監査規則に基づき、定時監査を年間２回開催する。そのほか、必要に応じて臨時監査を実施し、会務の執行状況を監査する。ま

た、監事は理事の業務執行状況を監査する。 

  ３ 事務執行体制は職制規則に基づき、業務機構、事務分掌及び職務権限により組織的かつ能率的な運営を図る。 



 
 

  ４ 組合運営管理委員会、コンプライアンス改善委員会などの委員会を適期に開催し、適正な業務運営に努める。 

 ５ 毎月支所長会議及び総務連絡会議を開催し、事業運営の状況把握、課題の検討及び連絡調整を図る。 

  

  イ 職制及び職員の配置計画 

１ 参事統括のもとに、業務機構を総務部、事業部、家畜部の３部制とし、支所及び生産獣医療支援センター、家畜診療所を置く。総務部、事業部、家畜部

に課を置く。 

２ 職員を適材適所に配置し事業の円滑な運営と事務効率に努めるとともに、長期間同一業務に従事することのないよう人事異動を実施する。 

 

ウ 家畜診療所の運営基盤及び機能の確立 

１ 畜産経営の安定を図るため、診療業務及び損害防止体制を充実させ、組合員への支援体制を強化する。 

２ 家畜診療所は、支所の行う加入推進及び事故の確認等に協力する。 

３ 獣医師は、治癒率向上のため、組合員等からの早期診療依頼を徹底させるとともに疾病牛の早期摘発、早期治療を行う。 

４ 生産獣医療支援センターは家畜診療所の実施する損害防止事業を支援し、生産獣医療体制の強化のため、職員の専門化を進め指導者を育成する。 

５ 技術研究会の活動を中心として、研修会・講習会を開催し、獣医師の技術及び資質の向上に努める。 

６ 伝染病の発生予防と蔓延防止のため関係機関と協力し、飼養衛生管理基準の遵守を家畜の所有者等に指導する。特にヨーネ病、牛伝染性リンパ腫、

牛ウィルス性下痢症について衛生管理を徹底指導する。 

７ 家畜の予防衛生・増殖に資するため、県・畜産協会等の行う諸施策に対して協力する。 

  

  エ 基礎組織との連携による加入推進 

１ 各支所毎に、役員、総代、損害評価会委員、損害評価員等で構成する地区事業推進協議会の設置により、事業全般の加入推進と円滑な事業運営を図る。 

 

オ コンプライアンス及びリスク管理方法 

１ コンプライアンス体制を強化し、コンプライアンス意識を継続的に向上するため、コンプライアンス・プログラムを策定し実践する。 
２ 役職員を対象とした各種研修会を通じて、コンプライアンスを啓発し、法令遵守を徹底する。 
３ 事業及び団体運営の健全性と適切性を確保するため、リスク管理方針に基づき定期的にリスク管理を行う。 
４ 業務の適正運営を確保するため、監査室による内部監査を年２回実施するほか、部署ごとに定期的に業務の自主点検を行い内部けん制機能の強化を図

る。 
 

 

 



 
 

Ⅶ 事業推進の実施方策     

ア 「安心の未来」拡充運動の積極的な展開 

１ 「安心の未来」拡充運動岡山県実施要綱に基づき、具体的な推進計画を策定し、職員の意識を高め、確実に実践する。 

２ 毎月開催される支所長会議にて推進計画の進捗度合いを確認し、計画遂行を図る。 

 

イ 広報活動の推進 

１ 農業共済新聞の普及、ホームページの更新により、基礎組織構成員を中心に農家に対して農業共済及び収入保険の情報を発信する。 

２ 農業共済新聞普及奨励金交付要領を活用し、地区事業推進協議会構成員をターゲットとし、基礎組織構成員に農業共済新聞の普及を図る。 

３ 種々な媒体等を介して、｢ＮＯＳＡＩ｣をＰＲする。 

（１）様々な媒体に農業共済及び収入保険の情報を発信し、広く地域社会に向けた広報活動を展開する。 

（２）ホームページでの情報提供を積極的に行い、迅速な情報提供に努める。 

４ 広報紙の定期発行により、組合員への定期的な情報伝達を図る。 

 

ウ 人材育成の実施 

１ 情報セキュリティやコンプライアンスに対する意識を向上させるため、研修会を開催する。 
２ 組織の要となる人材を育成するため、主幹職や管理職を対象とした、職域に応じた研修を行う。 

 
エ 教育研修の開催 

１ 農林水産省、ＮＯＳＡＩ協会及びＮＯＳＡＩ全国連主催の各種研修・講習会に参加し、業務遂行能力及び知識等の習得を図る。 

（令和４年度研修会及び講習会開催計画） 

研修会及び講習会名 開催月 対 象 者 人数 研修及び講習内容 

新入職員講習会 ４月 
新入職員 11 人 

ビジネスマナー等社会人スキルの習得 

新入職員フォローアップセミナー ９月 半年後のフォローアップ 

職域研修 
４月・10 月 主幹職員 20 人 主幹としての心得、リーダーシップの習得 

３月 管理職員 20 人 管理職としての心得、人事評価研修 

コンプライアンス及び情報セキュリ

ティ研修会 
６月 全職員 190 人 

コンプライアンス態勢の強化及び情報セキュ

リティの意識向上 

各種担当者研修会 ６月～10 月 担当職員 210 人 落雷事故の損害評価研修等 



 
 

オ 情報資産の有効活用及び管理 

１ 農業共済ネットワーク化情報システム等で管理するデータを業務全般へ活用できるように職員の技量の向上を図る。 

２ 情報セキュリティポリシーを遵守し、情報セキュリティ対策の実施、情報資産、特に個人情報の厳重な管理を行う。 

３ 農業共済ネットワーク化情報システム等を外部委託しているデータセンターについて、セキュリティの実効性を検証するためセキュリティ監査を実施

する。 
 

Ⅷ 予算統制の方策 

ア 業務予算の統制については、経営局長通知の「農業共済団体における効率的かつ適正な運営の推進について」に基づき行い、収入予算については綿密な

事業計画により事業の収入を確保する。また、支出予算については業務経費全体の合理化を図り、運営コストの削減に努める。  

  イ 毎月、組合運営管理委員会を開催し、予算執行状況を定期的に把握し、適正な執行の検証に努める。 

 ウ 余裕金の運用については余裕金運用管理委員会及び理事会の方針により行い、農林水産大臣の指定する有価証券によるもののみとし、安全かつ確実な運

用を図る。また、運用益は債券のクーポンによる利息収入を基本とし、時価の変動により利益を得ることを目的とするような短期的な売買による取引は行

わない。 



(1)収入の部 （単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減

(A) (B) (A)-(B)

前 期 繰 越 業 務 残 金 7,896 9,933 △ 2,037

受 取 補 助 金 563,791 598,872 △ 35,081

563,791 598,872 △ 35,081

559,655 588,294 △ 28,639 農業共済事業事務費負担金割当額

4,136 10,578 △ 6,442

0 0 0

0 0 0

賦 課 金 93,602 97,204 △ 3,602

水稲共済割 35,675 37,684 △ 2,009 事業計画による

麦共済割 2,318 2,588 △ 270 事業計画による

死 廃 27,239 30,057 △ 2,818 事業計画による

疾 病 傷 害 22,202 21,604 598 事業計画による

果樹共済割 1,738 1,800 △ 62 事業計画による

畑作物共済割 378 392 △ 14 事業計画による

園芸施設共済割 4,052 3,079 973 事業計画による

受 託 収 入 48,016 32,790 15,226

収入保険受託収入 44,740 30,000 14,740 全国農業共済組合連合会

その他の受託収入 3,276 2,790 486 予防接種委託費、家畜防疫互助事業委託費ほか 

損 害 防 止 収 入 1,000 0 1,000 家畜共済事故低減指導事業対象者負担金

受 取 奨 励 金 1 1 0

受 取 寄 付 金 1 1 0

受 取 利 息 107,499 99,594 7,905 有価証券受取利息、定期預金利息

科             目 内  訳  科  目

一 般 事 務 費

家畜共済割

摘要

国 庫 補 助 金

令和４年度業務収支予算書

県 補 助 金

そ の 他 補 助 金

家 畜 共 済 損 害 防 止
事 業 交 付 金

事 務 費 賦 課 金



本年度
予算額

前年度
予算額

増減

(A) (B) (A)-(B)
科             目 内  訳  科  目 摘要

事 業 勘 定 受 入 480,014 510,888 △ 30,874

5,000 8,000 △ 3,000 農作物（水稲）共済損害防止事業

0 1 △ 1

0 1 △ 1

0 1 △ 1

建物総合、建物火災、農機具損害,保管中農産物補償共済賦課金

有価証券受取利息

1 1 0

1 1 0

拠出金払戻準備金戻入 1 1 0

業 務 貸 倒 引 当 金 戻 入 1 1 0

業 務 雑 収 入 26,129 22,956 3,173 家賃・共益費･会場使用料等 、収入保険加入推進支援事業ほか

建 設 引 当 金 戻 入 78,559 1 78,558 鏡野町土地取得費・建物概略設計費用

修 繕 引 当 金 戻 入 1,000 1,100 △ 100 本所、支所等修繕費用

更 新 引 当 金 戻 入 300 1 299 器具等更新費用

業 務 引 当 金 戻 入 0 1 △ 1 業務勘定収支不足分

事務機械化準備金戻入 2,460 23,172 △ 20,712 各種事業電算処理委託料、ｼｽﾃﾑ修正委託料ほか

損 害 評 価 準 備 金 戻 入 1 1 0

教 育 研 修 基 金 戻 入 1 1 0

退職給与金施設預託金
付 加 金 収 入

5,232 5,073 159 退職給与金施設付加給付分

退 職 給 与 金 施 設 転 貸
福 祉 貸 付 受 取 利 息

65 83 △ 18

有 価 証 券 処 分 益 0 0 0

業 務 財 産 処 分 益 1 1 0

業 務 雑 利 益 100 100 0

業 務 繰 越 不 足 金 繰 入 0 0 0

合  計 1,415,670 1,401,775 13,895

家 畜 共 済 勘 定 受 入

農 作 物 共 済 勘 定 受 入

22,898

果 樹 共 済 勘 定 受 入

0

畑 作 物 共 済 勘 定 受 入

園芸施設物共済勘定受入

任 意 共 済 勘 定 受 入 475,012

家 畜 診 療 所 勘 定 受 入

農機具更新共済勘定受入

△ 22,898

479,985 △ 4,973



（2）支出の部 （単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減

(A) (B) (A)-(B)

前 期 繰 越 業 務 不 足 金 0 0 0

人 件 費 825,182 894,307 △ 69,125

7,514 5,780 1,734 理事16名、監事3名、役員退任慰労金

579,693 623,948 △ 44,255 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員90名、派遣職員12名

112,069 122,884 △ 10,815 厚生年金保険料、健康保険料、雇用保険料、労災保険料ほか

5,959 5,154 805 健康診断料、役職員慶弔費、作業着、産業医報酬ほか

45,823 50,556 △ 4,733

143,928 78,024 65,904 職員退職者6名

△ 144,381 △ 78,024 △ 66,357 職員退職金、退任退任慰労金

74,115 85,523 △ 11,408 再雇用職員・嘱託職員・臨時職員

462 462 0 顧問弁護士1名

旅 費 交 通 費 7,478 7,795 △ 317

2,359 2,149 210 理事会、監事会、全国組合長会議ほか

5,119 5,646 △ 527 全国会議、地区会議、各種講習会ほか

事 務 費 86,023 90,076 △ 4,053

60,664 62,092 △ 1,428 電話料、郵券料、書類等送付料、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用料ほか

10,740 13,022 △ 2,282 総代会資料、電算用紙印刷代、封筒印刷代、新聞代、図書購入費ほか

8,307 7,920 387 事務用品、事務用ﾌｧｲﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾀﾄﾅｰほか

6,312 7,042 △ 730 振込手数料、IB手数料、口座振替手数料ほか

業 務 費 60,292 67,938 △ 7,646

1,211 1,593 △ 382 総代会、理事会、任意共済推進会議ほか

50 50 0

1,658 2,613 △ 955 情報ｾｷｭﾘﾃｨ研修会、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修会ほか

1 1 0 一時借入金利息

40,390 42,278 △ 1,888 各種電算処理委託料、ｼｽﾃﾑ修正委託料、IDCｾﾝﾀｰ運用費用、広報紙折込委託ほか

0 47 △ 47

12,958 19,306 △ 6,348 総代・推進員・協議会委員・家畜診療所運営委員旅費ほか

4,024 2,050 1,974 弁護士費用、司法書士報酬、税理士報酬ほか

摘要

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

役 員 報 酬

職 員 給 料 手 当

科      目 内  訳  科  目

賃 金

顧 問 料

役 員 旅 費 交 通 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入

退 職 給 与 金

(-)退職給付引当金戻入

消 耗 品 費

手 数 料

会 議 費

職 員 旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

図 書 印 刷 費

委 託 費

報 酬

委 員 等 旅 費

交 際 費

講 習 会 費

業 務 支 払 利 息

諸 謝 金



本年度
予算額

前年度
予算額

増減

(A) (B) (A)-(B)
摘要科      目 内  訳  科  目

普 及 推 進 費 105,457 106,821 △ 1,364

11,207 11,756 △ 549 広報紙、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ印刷費ほか

94,250 95,065 △ 815 建物・農機具共済推進員手当、農業保険加入推進奨励金、各種表彰費用ほか

施 設 費 94,742 90,439 4,303

10,192 10,979 △ 787 水道、ｶﾞｽ、電気、灯油代

5,914 3,888 2,026 ﾊﾟｿｺﾝ等購入費、事務用備品購入費、施設用消耗品ほか

7,440 7,104 336 自動車燃料費

31,936 33,612 △ 1,676 支所事務所、公用車、電算機器等ﾘｰｽ料ほか

38,272 33,855 4,417 会館設備保守料、事務所清掃費、本所･支所･診療所修繕費、ｼｽﾃﾑ保守料ほか

988 1,001 △ 13 建物火災保険料

損 害 評 価 費 50,034 45,301 4,733

20,000 20,000 0 損害評価会委員報酬、損害評価員報酬

16,581 13,261 3,320 損害評価会、損害評価員会議ほか

1,184 1,015 169 損害評価会、損害評価員会議ほか

30 120 △ 90 損害評価案内人

449 450 △ 1 実測器具ﾘｰｽ料、損害評価時ﾚﾝﾀｶｰ代ほか

1,476 1,469 7 損害評価調査ほか

629 601 28 実測賃金、実測燃料費ほか

270 270 0 実測器具購入費

9,415 8,115 1,300 建物事故鑑定等調査費、損害評価員傷害保険料、損害評価用帽子ほか

損 害 防 止 費 6,083 25,011 △ 18,928

890 8,976 △ 8,086 家畜共済事故低減指導事業試薬代ほか

36 0 36

22 0 22

0 369 △ 369

0 6,063 △ 6,063

5,135 9,603 △ 4,468 農作物（水稲）共済損害防止事業

諸 税 負 担 金 27,818 24,482 3,336

14,042 10,882 3,160 固定資産税、法人県民税、法人市民税、消費税、印紙代ほか

5,348 5,348 0 全国農業共済協会負担金、情報化推進分担金（協会）

8,428 8,252 176 各種団体会費、全国連会費、各種講習会負担金、地域再生協議会負担金ほか

光 熱 水 費

備 消 品 費

燃 料 費

広 報 費

事 業 奨 励 費

報 酬

旅 費

賃 借 料

修 繕 維 持 費

保 険 料

燃 料 費

実 測 費

実 測 器 具 購 入 費

会 議 費

賃 金

賃 借 料

雑 費

薬 剤 費

器 具 購 入 費

賃 借 料

燃 料 費

協 会 負 担 金

関 係 団 体 負 担 金

修 理 費

雑 費

公 課 費



本年度
予算額

前年度
予算額

増減

(A) (B) (A)-(B)
摘要科      目 内  訳  科  目

事 業 勘 定 繰 入 28,280 34,276 △ 5,996

28,280 34,276 △ 5,996 家畜共済業務人件費、家畜特損 、一般損防、家畜防疫事業委託費ほか 

拠 出 金 払 戻 準 備 金 繰 入 1 1 0

業 務 貸 倒 引 当 金 繰 入 0 0 0

業 務 雑 費 4,066 3,265 801 職員募集、来客用経費、個人情報賠償責任保険料、役員賠償責任保険料ほか

建 設 引 当 金 繰 入 34,064 1 34,063 建設引当計画による

修 繕 引 当 金 繰 入 1 1 0

更 新 引 当 金 繰 入 1 1 0

業 務 引 当 金 繰 入 1 1 0

事 務 機 械 化 準 備 金 繰 入 1 1 0

損 害 評 価 準 備 金 繰 入 1 1 0

教 育 研 修 基 金 繰 入 0 0 0

固 定 資 産 自 己 83,415 5,306 78,109

財 源 取 得 費 0 0 0

81,963 3,834 78,129 鏡野町土地取得・建物概略設計費用、機器賃借料（ﾘｰｽ資産)ほか

1,452 1,472 △ 20 ｾｷｭﾘﾃｨ管理ﾂｰﾙ賃借料（ﾘｰｽ資産）ほか

リ ー ス 資 産 除 去 損 1 1 0

リ ー ス 債 務 解 約 損 1 1 0

退 職 給 与 金 施 設 転 貸
福 祉 貸 付 支 払 利 息

65 83 △ 18

有 価 証 券 処 分 損 1 1 0

有 価 証 券 評 価 損 1 1 0

業 務 財 産 処 分 損 100 100 0

業 務 貸 倒 損 失 1 1 0

業 務 雑 損 失 2,560 1,812 748 収入保険移行による賦課金返金分、家畜共済期末調整による賦課金返金分ほか

業 務 繰 延 残 金 繰 入 0 1 △ 1

小　　　計 1,415,670 1,397,025 18,645

予 備 費 0 4,750 △ 4,750

合　　　計 1,415,670 1,401,775 13,895

家 畜 診 療 所 勘 定 繰 入

外 部 出 資 費

有 形 固 定 資 産 取 得 費

無 形 固 定 資 産 取 得 費



　（１）収入の部 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

水稲損害防止事業 家　畜 土壌診断ほか 家　畜

0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,136 0 0 4,136 10,578 0 0 10,578 △ 6,442 家畜特定損害防止事業交付金

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,000 0 1,000 0 0 0 0 0 1,000 家畜事故低減指導事業対象者交付金

5,000 5,000 0 0 30,898 8,000 15,846 7,052 △ 25,898

農作物共済勘定受入 5,000 5,000 0 0 8,000 8,000 0 0 △ 3,000 農作物特別積立金戻入

家畜共済勘定受入 0 0 0 0 22,898 0 15,846 7,052 △ 22,898

4,327 0 1,569 2,758 1,569 1,569 0 0 2,758

収　　入　　計 14,463 5,000 2,569 6,894 43,045 9,569 15,846 17,630 △ 28,582

　（２）支出の部 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

水稲損害防止事業 家　畜 土壌診断ほか 家　畜

49 0 49 0 207 10 197 0 △ 158

図 書 印 刷 費 49 0 49 0 207 10 197 0 △ 158 獣医学術指導関係書籍等購入費

6,083 5,000 1,083 0 25,011 9,559 15,452 0 △ 18,928

薬　　剤　　費 890 0 890 0 8,976 800 8,176 0 △ 8,086 家畜事故低減指導事業試薬・消耗品、診療技術研究費

賃　　　　　金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

賃　　借　　料 36 0 36 0 0 0 0 0 36 家畜事故低減指導事業診療車リース料

燃　　料　　費 22 0 22 0 0 0 0 0 22 家畜事故低減指導事業燃料費

技 術 者 雇 上 料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

旅　　　　　費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

器 具 購 入 費 0 0 0 0 369 369 0 0 △ 369

修　　理　　費 0 0 0 0 6,063 180 5,883 0 △ 6,063

委　　託　　費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑　　　　　費 5,135 5,000 135 0 9,603 8,210 1,393 0 △ 4,468 水稲損害防止事業負担金・家畜事故低減指導事業旅費ほか

0 0 0 0 0 0 0 0 0

8,331 0 1,437 6,894 17,827 0 197 17,630 △ 9,496 家畜事故低減指導事業人件費・家畜特定損害防止事業経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

支　　出　　計 14,463 5,000 2,569 6,894 43,045 9,569 15,846 17,630 △ 28,582

摘　要

摘　要

令和４年度防災事業収支予算明細

一　　般 一　　般

前 期 防 災 事 業 繰 越 残 金

科　　　目
総額(A)

受 取 補 助 金

増減
（A)-（B）総額(B) 家畜特損家畜特損

家畜特損 総額(B)

事 業 勘 定 受 入

業 務 受 入 額

防 災 賦 課 金

損 害 防 止 収 入

固定資産自己財源取得費

一　　般

事 務 費

損 害 防 止 費

総額(A)
科　　　目

増減
（A)-（B）

支 払 防 災 賦 課 金

事 業 勘 定 繰 入

防 災 事 業 繰 延 残 金 繰 入

家畜特損
一　　般



　（１）収入の部 （単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減

（A） （B） （A)-（B)

7,896 6,655 1,241

3,248 3,248 0 対象有価証券利金

0 0 0

合      計 11,144 9,903 1,241

　（２）支出の部 （単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減

（Ａ） （B） （A)-（B)

旅費交通費 2,008 1,455 553

役員旅費交通費 0 76 △ 76

職員旅費交通費 2,008 1,379 629 ＮＯＳＡＩ協会研修会、他外部団体主催研修会等旅費ほか

業務費 1,658 2,613 △ 955

講習会費 1,658 2,613 △ 955 組合主催各種講習会費用ほか

諸税負担金 901 1,109 △ 208

関係団体負担金 901 1,109 △ 208 ＮＯＳＡＩ協会研修会、他外部団体主催研修会等参加負担金ほか

予備費 6,577 4,726 1,851

合      計 11,144 9,903 1,241

摘　　　要

科　　　目

科　　　目

令和４年度　教育研修基金収支予算書

前 期 繰 越 残 金

業 務 受 入 額

摘　　　要

受 取 利 息



(1)収入の部 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 増減
(A) (B) (A)-(B)

診 療 収 入 391,604 415,346 △ 23,742

病傷事故診療収入 335,533 364,661 △ 29,128 診療収入病傷共済給付限度超過分、農家負担金分

病傷事故外診療収入 29,755 24,267 5,488 特別診察料、事故外診療費、妊娠鑑定料、去勢料

診療雑収入 26,316 26,418 △ 102 事故外薬品、人工授精料、防疫関係収入ほか

診 療 所 貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0 0

診 療 所 受 取 補 助 金 0 0 0

業 務 勘 定 受 入 28,280 34,276 △ 5,996 特定損害防止事業、一般損害防止事業、家畜共済業務人件費ほか

家 畜 共 済 勘 定 受 入 0 0 0

診 療 所 財 産 処 分 益 1 6 △ 5

診 療 所 雑 利 益 8 9 △ 1

収 入 計 419,893 449,637 △ 29,744

(2)支出の部 （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 増減
(A) (B) (A)-(B)

診 療 人 件 費 284,124 311,349 △ 27,225

職員給料手当 231,220 254,865 △ 23,645 診療所獣医師、再雇用職員、嘱託職員、臨時職員

法定福利費 41,971 43,327 △ 1,356 厚生年金保険料、健康保険料、雇用保険料、労災保険料ほか

厚生福利費 1,833 2,157 △ 324 健康診断料、慶弔費ほか

退職給付引当金繰入 9,100 11,000 △ 1,900

往 診 旅 費 220 201 19

一 般 旅 費 998 827 171

嘱 託 獣 医 費 13,041 20,190 △ 7,149 嘱託契約獣医師

診 療 所 維 持 費 18,327 15,982 2,345

賃借料 415 426 △ 11 事務機器賃借料

事務費 6,073 5,961 112 新聞代、事務用品、電話代、郵券、手数料ほか

光熱水費 4,524 5,472 △ 948 電気、ガス、水道、灯油代

保険料 730 130 600 機械器具保険料

公課費 6 1 5

修理費 6,579 3,992 2,587 公用車修理代、営繕費ほか

科             目 内  訳  科  目 摘要

令和４年度家畜診療所収支予算

科             目 内  訳  科  目 摘要



本年度予算額 前年度予算額 増減
(A) (B) (A)-(B)

科             目 内  訳  科  目 摘要

往 診 費 8,344 6,770 1,574 公用車燃料代

賃 借 料 15,960 17,480 △ 1,520 公用車リース代

嘱 託 診 療 費 0 0 0

医 療 品 消 耗 費 92,168 101,511 △ 9,343 医療器具消耗品購入費、医療品使用高

委 託 費 1,658 1,680 △ 22 血液検査委託費、廃棄物処理委託費、診療費徴収事務委託費ほか

車 両 リ サ イ ク ル 費 0 0 0

雑 費 2,210 1,900 310

減 価 償 却 費 4,480 3,432 1,048 医療器具機械

診 療 所 リ ー ス 資 産 除 去 損 0 0 0

診 療 所 リ ー ス 債 務 解 約 損 0 0 0

診 療 所 貸 倒 引 当 金 繰 入 0 0 0

診 療 所 支 払 利 息 0 0 0

業 務 勘 定 繰 入 0 0 0

建設引当金充当繰入 0 0 0

修繕引当金充当繰入 0 0 0

更新引当金充当繰入 0 0 0

診 療 所 財 産 処 分 損 14 18 △ 4 医療器具機械廃棄処分

診 療 所 貸 倒 損 失 0 0 0

診 療 所 減 損 損 失 0 0 0

診 療 所 雑 損 失 228 304 △ 76 車両事故損害賠償ほか

予 備 費 0 0 0

支 出 計 441,772 481,644 △ 39,872

過 不 足 △ 21,879 △ 32,007 10,128


